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１．当面のマクロ経済運営： 賃上げの定着による消費回復・好循環拡大 

 これまでのマクロ経済運営によって、我が国経済は、「新たなステージ」への移行が進みつつあ

る。賃上げは33年ぶりの高水準となるなど、賃金と物価の好循環が回り始めている。この前向き

な動きを後戻りさせてはならない。8月上旬には株価や為替等が短期的に大きく変動したが、

日々の市場動向に一喜一憂せず、「骨太方針2024」で示された方針に基づき、「新たなステージ」

への移行に向け、揺るぎないマクロ経済運営を行う必要がある。 

 力強さを欠く消費の回復に向け、プラスの実質賃金の定着が重要。足下では実質賃金の27か

月ぶりのプラス、過去 高の引上げとなり地域差も縮小した 低賃金等、明るい動きが見られる。

価格転嫁対策、医療・介護、建設・物流等の業種別の賃上げ施策のフォローアップなど、「賃上

げの定着」に向けた取組を更に強化すべき。併せて、物価高支援を時限的措置として講じつつ、

家計の所得を引上げ、消費を力強く回復させ、回り始めた経済の好循環を大きく拡大すべき。 

 今後とも、「経済あっての財政」という基本的考え方の下、政府・日銀が連携し、市場と丁寧に対

話しながら、安定的なマクロ経済運営に万全を期すべき。経済状況に応じた機動的なマクロ経

済運営が重要であり、今後の政策対応に当たっては、下記の成長力強化に軸足をおき、人口減

少下で成長を実現するための具体策を検討し、予算・税制・財政投融資・規制改革等を合わせ

て総合的に取り組むことが求められる。 
 
２． 2030年度を見据えた経済構造の変革： 成長力強化と持続可能性の確保 

 生産年齢人口の減少が本格化する2030年度までが、経済構造の変革のラストチャンスである。

各経済主体において「日本が成長型経済に移行しつつある」ことを共通理解とし、以下の取組を

進め、賃上げや投資拡大等の前向きな行動を全国的なムーブメントとすることで、2030年代以

降も実質成長率１％以上を実現し、経済・財政・社会保障の持続可能性を確保すべき。 

 賃上げが定着しつつある今こそ、構造的な賃上げが実現する労働市場の構築に向け、攻めの

労働政策として、全世代型リスキリングやジョブ型人事の導入等を推進し、「生産性が高い仕事

は高い賃金で報われ、高い賃金が実現するキャリアアップや労働移動が行われる」活力ある労

働市場とすべき。また、同一労働同一賃金の徹底、男女間賃金格差の是正等が重要。 

 同時に、老朽化が進む我が国の「資本」の刷新も重要。攻めの投資促進策として、GX・DXなど

の分野における新技術の社会実装、宇宙・海洋を始め新たなフロンティアの開拓など、官民を

挙げて、社会課題の解決に向けた積極果敢な国内投資を推進することが重要。 

 「成長と分配の好循環」の実現を目指すには可処分所得の増加が重要であり、国民の将来の安

心の確保を通じた消費の拡大につなげるためにも、年収の壁対策、被用者保険の適用拡大を

含め全世代型社会保障構築に向けた取組を進めるべき。 

 財政の持続可能性の確保に向けては、2025年度ＰＢ黒字化を目指すとともに、その取組の進

捗・成果を後戻りさせることなく、債務残高対ＧＤＰ比の安定的な引下げを目指し、経済再生と財

政健全化の両立を更に前進させるべき。その際、歳出構造を平時に戻しつつ、政策立案段階か

らのEBPMにより、政策効果の発現に向けたプロセス管理を徹底することが重要。  


